憲法パネル　シナリオ（１人用）

　今、日本国憲法を変えようといううごきが強まっています。

　そこで、そもそも憲法とはどういうものなのか、その憲法をどう変えようとしているのか、などについてお話しします。

パネル１
まず、今の憲法は、いつ、どういうふうに作られたのかを振り返ってみます。

今の憲法ができる前にあった明治憲法では、天皇が絶対的な存在とされていて、国民の自由や権利はひどく抑圧されていました。そのもとで日本は、軍国主義の道をひた走り、朝鮮や中国などアジアの人たち２千万もの命を奪う侵略戦争をおこしました。日本でも、徴兵制で戦場に送られただけでなく、空襲や原子爆弾などで３００万人以上のもの国民が犠牲になりました。
１９４５年８月にポツダム宣言を受諾し、戦争は終わりました。そして、二度と戦争はしないことを世界に誓って、戦争放棄・国民主権・基本的人権の尊重を柱にした今の憲法が誕生しました。
憲法を変えようと主張する人の中には、「今の憲法はアメリカに押し付けられた憲法だ」という人もいます。しかし、憲法が制定された時、国民の多くは大歓迎で迎えました。当時の世論調査でも「戦争放棄」の条項が必要と答えた人が７割にのぼっています。
たしかに憲法の草案づくりにはアメリカの人たちも関わっていましたが、日本国内で出されていた憲法案も参考にして、世界の憲法の進んだ中身も取り入れてつくられたのが今の憲法で、いわば当時の最先端の平和主義と人権保障を凝縮したものでした。
　憲法には、ほかの法律とは大きくちがう特徴があります。

私たちが普段接している法律は、国が私たち国民に対して「こうしなさい」とか「これはしてはいけない」と命令したり規制したりするものです。しかし、憲法はまったくちがいます。憲法は、逆に私たち国民が、政府などの国家権力に対して「戦争するな」とか「国民の権利を守れ」と命令する。つまり、国民が権力をしばるものなのです。

　ところが、昨年１１月に自民党が発表した「新憲法草案」では、国民には国や社会を守る責務があるとか、「公益」や「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(おおやけ),公)の秩序」に反しないようにしろ、といったことが書かれています。つまり憲法を「国民が権力をしばる」ものから「権力が国民をしばる」ものに変えてしまう内容になっています。

「公益」とか「公の秩序」などという言葉は、政府の都合で何とでも解釈できますから、政府の横暴に対して国民が歯止めをかけることなど、できるはずがありません。
パネル２
　憲法を変えようとする最大のねらいは、何といっても第９条にあります。
悲惨な戦争の反省に立ってつくられた憲法９条は、世界でも最も平和主義を徹底した憲法として、高く評価されています。９条があったからこそ、この６０年間、日本は戦争によって他の国の人を殺すことも、殺されることもありませんでした。またそうした平和のもとで経済的にも大きく発展することができました。
９条を変えようといううごきは、国民の間からおこったものではありません。どの世論調査を見ても、憲法９条を変えることについては、国民の大多数が反対をしています。
では、どこから９条を変えろといううごきがおこったのでしょうか。

それは、アメリカからの要求が大きなきっかけになっているのです。
アメリカのブッシュ大統領は、自分が必要と判断したら国連を無視してでも他国に先制攻撃を加えるという戦略を公然と打ち出しています。そして戦争をしかける時には、米軍と一緒になって戦争に参加することを日本に強く求めています。
小泉首相は、日米同盟が何よりも大事だといって、自衛隊を海外に出して米軍への支援をどんどん引き受けてきました。しかし、９条があるために、武力行使という一線を踏み越えることは、さすがにできません。
　これに対しアメリカは、９条を変えて自衛隊が堂々と武力行使できるようにしろ、という圧力を強めてきているのです。「日米同盟の強化にとって憲法９条が障害になっている」というアーミテージ国務副長官の発言が、それを端的に表わしています。
今、世界では、紛争は武力ではなく話し合いによって解決しようということが大きな流れになっています。
そうした中で日本が憲法を変えて、アメリカにくっついて戦争する国になることは、世界中から信頼を失い、アジア諸国からの警戒を強めることになります。
また、もう一つ、憲法を変えようといううごきの震源地があります。
それは、日本の財界です。今、日本の大企業はどんどん海外に生産拠点を移しています。そうした大企業の資産や権益を守るためには、自衛隊も海外で武力行使ができるようにすべきだということを、財界総本山の日本経団連が主張しています。
また、武器の輸出制限を緩和することや、軍需産業を強化することも政府に要求しています。経団連の奥田会長は「東アジアで日本がリーダーシップをとるには、軍事力の充実が必要」だと発言しています。
では自民党の改憲案では、９条をどう変えようとしているのでしょうか。
新憲法草案では、９条の１項はそのまま残して、２項を変えるとしています。
戦争放棄を謳った第１項を変えないのだったら、日本は戦争しない国のままでいられるのでは、と、うっかり思うかもしれませんが、けっしてそんなことはありません。
　戦争放棄を謳った憲法を持つ国というのは、じつはそんなにめずらしくありません。しかし自衛のための戦力を持つことなどを認めているために、けっきょく戦争をしない歯止めになりきれていないのが現実です。その点、日本の憲法９条２項は、陸海空軍その他の戦力はいっさい持たないことを明記しているので、戦争をしないしっかりとした歯止めになっています。９条は、１項と２項が揃ってはじめて、その真価が発揮できているのです。

では、自民党の改憲案では、その９条２項をどう変えようとしているのでしょうか。
それは、今の９条２項をバッサリ削除して、自衛軍を保持することを明記しています。そしてその自衛軍は「国際的に協調して行われる活動」や「公の秩序を維持」するための活動を行うとしています。

これでは、アメリカが海外でおこした戦争について行って、武力行使することも十分可能になり、まさに日本が海外で戦争する国になってしまいます。
パネル３
つぎに、憲法とくらしの関係はどうでしょうか。
普段の生活の中で憲法の存在を意識することは少ないかもしれませんが、じつは憲法は、私たちのくらしを基本のところで支えています。
第１３条では、すべての国民が個人として尊重され、一人一人が幸せに生きていく権利があることを謳っています。そして第１４条では法のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(もと),下)の平等を謳っています。今、女性だからとか非正規雇用だからといって、賃金や昇格で差別されている現実があります。しかしそれに負けず裁判でたたかい勝利判決を勝ち取り、差別はいけないということを社会に広めてきています。こうしたことも憲法１４条がそれを基本のところで支えているのです。
第２４条では、家族生活における個人の尊厳と両性の平等を謳っています。最近、この「両性の平等」を否定する動きが目立っています。「伝統的家族」のあり方を持ち出したり、女らしさ・男らしさを言い立てて女性の社会進出を阻もうとしたりする動きなどは、２４条の理念に逆行するものです。
第２５条では、すべての国民が人間らしく健康で文化的に生きる権利があることを謳っています。そして、その権利を保障するために、年金や医療、生活保護や児童福祉といった社会保障の充実を、国がしっかり責任を持つべきことを規定しています。
しかしこの間、年金も介護も医療もどんどん改悪されてしまい、お金のない人には十分な保障が受けられなくなっています。政府は「国の財政が厳しいから社会保障を削るのは仕方ない」と言っていますが、無駄な公共事業や軍事費などにちゃんとメスを入れて、税金の使い方を社会保障中心にあらためるべきです。
また、今の憲法には環境権やプライバシー権が入ってないから、憲法を変えて入れるようにすべきだ、という主張もあります。
しかし、そうした権利は、べつに今の憲法を変えなくても十分保障できるものなのです。１３条の幸福追求権や、２５条の生存権の保障の中に、環境権やプライバシー権も当然含まれているというのは、裁判所でも確定していることです。
それに、これまで環境破壊の大型開発を進めたり、盗聴法を作ってプライバシーを脅かしたりしてきたのは一体誰でしょうか。それを考えれば、環境権やプライバシー権がないから憲法を変えろという主張が、９条を変えるためのおとりにすぎないことは明らかです。
第２６条では、どこでも誰でも、等しく教育が受けられる権利を謳っています。当然国には、この権利を保障するための教育条件整備の責務があります。またこれと一体となっているのが教育基本法で、行政が教育に介入することを制約し、教育の民主化をめざしています。今、憲法改悪と同時に教育基本法を改悪しようという動きもありますが、これも歴史の歯車を逆回しにするものです。
第２７条では、勤労の権利と義務、労働条件の基準を定めています。これを受けて、労働基準法や労働安全衛生法がつくられ、労働者の権利を具体的に保障しています。
第２８条では労働者の団結権を保障しています。これを受けて労働組合法がつくられ、労働者が使用者と対等な立場で団体交渉を行うことやストライキをする権利などを定めています。
第９２条では、住民が主人公、地方のことは地方が決める、住民の命とくらしを守るのが自治体の役割、という地方自治の基本原則を規定しています。

近ごろでは、自治体への財源がカットされたり、市町村合併が強引に進められたり、公務・公共業務がどんどん企業に丸投げされようとするなど、自治体の役割がずいぶん後退させられています。地方自治の理念の後退は、私たち住民のくらしや福祉の後退に直結する大問題です。

　このように憲法は、私たちが平和な中で、いきいきとくらしていくために、とても大切な存在なのです。
　そして、平和を求める世界じゅうの人々と手をつなぐために、あらためて憲法９条を世界に輝かせるべきではないでしょうか。

　そのためには、主権者である私たち一人一人が、この憲法を自分のものとしてとらえ、日々行使していくことが必要です。

　日本と世界の平和な未来のために、憲法をまもるという一点で手をつなぎ、憲法改悪のくわだてを阻むため、一人一人ができる、あらゆる努力を始めていこうではありませんか。

（終わり）
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